
PHC抵抗性イネクビボソハムシに対する

育苗箱施用剤の防除効果の検討

はじめに

イネクビボソハムシの殺虫剤に対する抵抗性

の発現は、1960年代後半から70年にかけて北海

道6）、新潟県1）、秋田県10）において報告されて

いるBHCの事例がある。しかし、1971年に有

機塩素剤の使用が禁止され、イネクビボソハム

シの防除剤は有機リン剤やカーバメイト剤に移

行し、それ以後この間題は大きく発展せず、そ

の防除に支障をきたすことはなくなった。

ところが、1980年代中頃から北海道（未発表）、

岩手県4・5）、新潟県12）、石川県11）、長野県8・13）、

広島県3）でPHC、BPMCやPAP等に対して感

受性が低下している事例が明らかになった。

秋田県においても有機塩素剤の使用禁止後、

本田施用剤としてPHC、PAP等のカーバメー

ト剤、有機リン剤やNAC・PAP等の混合剤が

使用されたが、特にそれらの防除効果に対する

問題は起こらなかった。しかし、1980年代後半

になって由利郡象潟町の一部でカーバメート系

のBPMCの防除効果が低下し、防除に支障を

きたす事例が認められた。

そこで、1992年に由利郡象潟町の3地点の農

家圃場からイネクビボソハムシを採集し、

BPMC、PAPなどに対する感受性検定を実施し

た。その結果、BPMCやPAPに対して感受性

が低下している個体群の発生を確認した9）。

1993～94年は全県各地に検定対象範囲を広げ、

PHCを中心にBPMC、PAP等に村する感受性

検定を実施した。
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その結果、PHCに対して抵抗性が発達して

いるイネクビボソハムシ個体群の分布が、由利

郡の日本海沿岸部、山本町森岳で確認され、ま

た、LC50億（50％致死濃度）は算出できなかっ

たが、象潟町関産、若美町申川産も実用濃度で

の死虫率が非常に低くPHC抵抗性の発達が疑

われた（未発表）。その他の地点のLC50億は

低く、PHCによる防除が十分可能と考えられ

た。

ここでは、1992年頃にPHC抵抗性イネクビ

ボソハムシ個体群の発生が確認されている由利

郡の日本海沿岸部でカーバメート系の育苗箱施

用剤の効果が安定しないという事例が認められ

たので、秋田県内で使用量の多いカーバメート

系のカルボスルフアン粒剤、ベンフラカルプ粒

剤5の防除効果を圃場試験において検討したの

で、その結果を報告する。

1．試験方法

試験は1994年に①由利郡象潟町関、②由利郡

仁賀保町芹田で実施した。品種はササニシキ（（∋

稚苗、②中苗）、移植期は①5月7日、②5月

9日で、その他の栽培条件は農家慣行によった。

薬剤はカーバメート系のカルボスルフアン粒剤

（40g／箱）と、ベンフラカルブ粒剤5（40g

／箱）と、他系統のイミダクロプリド箱粒剤（50

g／箱）とフイプロニル粒剤1（50g／箱、未

登録）の4剤を供試した。各薬剤とも移植当日

に処理した。両試験とも1連制で実施し、1区
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の面積は①象潟町関では267．3扉、②仁賀保町

芹田では459．0～499．5mヲであった。

成虫、卵塊、幼虫、繭を各区2ヶ所、1ヶ

所あたり50株について、それぞれ薬剤処理8、

10日後からほぼ7～10日ごとに調査した。幼虫

による被害度はそれぞれ52、弘日後に調査した。

薬害は随時肉眼で観察した。

2．結果および考察

（1）由利郡象潟町関

無処理区での発生程度は、卵塊の盛期が1．6

卵塊／株、幼虫が8．5頭／株、加害盛期の被害

度が97．3の中～多発生であった。

ベンプラカルブ粒剤5の40g／箱処理は無処

理区と比較して、卵塊・幼虫・繭とも少なく、

防除効果が認められた。しかし、処理30日以降

第1表　由利郡象潟町関

は寄生数が増加する傾向が認められ、処理知日

後の被害度は63．0であった。

カルボスルフアン粒剤の40g／箱処理は無処

理区と比較して、卵塊、幼虫、繭とも少なく、

防除効果が認められた。しかし、処理19日後の

調査時点から他剤と比較して寄生数はやや多く、

特に処理30日以降は寄生数が増加する傾向が認

められ、処理班日後の被害度は87．3で、無処理

区とほぼ同等であった。

イミダクロプリド箱粒剤の50g／箱処理およ

びフイプロニル粒剤1の50g／箱処理は無処理

区と比較して、それぞれ処理班日後まで寄生が

極めて少なく、高い防除効果が認められた。被

害度も4．0、3．8でほとんど加害が認められなか

った。

処 理 量

／箱

処 理

月 日

19 日後 26 日後 32 日後 4 0 日後 4 6 日後

成 虫 卵 塊 幼 虫 幼 虫 繭
供試薬　剤　名

封　日　後

⊂亘］
4 0 g 5 ． 7 11 ．4 6 ．1 1 ．7 19 ．3 5 ．8 13 ．9

4 0 g 5 ． 7 4 1．8 2 3 ．8 11 ．6 3 7 ．1 2 0 ．4 2 0 ．2

50 g 5 ． 7 2 ．5 1 ．9 0 ．9 1．1 0 0

50 g 5． 7 10 ．1 0 ．7 0 0 0 0

－ －
100 ．0 100 ．0 1（X ）．0 100 ．0 1（泊．0 1（泊．0
（0 ．8 ） （1 ．6 ） （8 ．5 ） （7 ．6 ） （1 ．0 ） （1 ．7 ）

被害度

ベンフラカルブ粒剤5

カルボスルフアン粒剤

フイプロニル粒剤1

イミダクロプリド箱粒剤

無　　　　処　　　　理

注）成虫、卵塊、繭は密度指数

（）は1株あたり．の虫数

被害度＝
4A＋3B＋2C＋D

4N
×100

（2）由利郡仁賀保町芹田

無処理区での発生程度は、卵塊の盛期が1．6

卵塊／株、幼虫が10．7頭／株、加害盛期の被害

密度指数＝農芸票誤×100
A：被害葉率51％以上
B：　ク　　31～50％

C：　ク　16～30％

D：　ク　　1～15％

E：被害なし

度が95．5の中～多発生であった。

ベンフラカルブ粒剤5の40g／箱処理および

カルボスルフアン粒剤の40g／箱処理は卵塊、
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幼虫、繭とも調査期間を通じて寄生数が多く、

防除効果が低かった。処理52日後の被害度も

85．4、88．3と無処理区とほぼ同等であった。

イミダクロプリド箱粒剤の50g／箱処理およ

びフイプロニル粒剤1の50g／箱処理は無処理

第2表　由利郡仁賀保町芹田

区と比較して、それぞれ処理52日後まで寄生が

極めて少なく、高い防除効果が認められた。被

害度も3．8、4．8でほとんど加害が認められなか

った。

供試薬剤　名
処理量

／箱

処 理

月 日

17日後 24 日後 30 日後 38日後 44日後

成虫 卵塊 幼虫 幼虫 繭

52　日　後

「‾盲「
4 0 g 5 ． 9 52 ．7 93 ．1 24 ．2 78 ．8 19 ．6 46 ．8

4 0 g 5 ． 9 4 5 ．5 43 ．1 19 ．6 6 2 ．6 48 ．5 39 ．7

50 g 5 ． 9 12 ．0 23 ．2 0 ．6 6 ．6 0 0

50 g 5 ． 9 23 ．6 3 ．1 0 1 ．7 0 0

－ －
1（泊．0 100 ．0 1（カ．0 1（泊．0 1（泊．0 100 ．0
（0 ．6 ） （1 ．6 ） （10 ．7） （3 ．0 ） （1 ．0 ） （1 ．6）

被害度

ベンフラカルブ粒剤5

カルボスルフアン粒剤

フイプロニル粒剤1

イミダクロプリド箱粒剤

無　　　　処　　　　理

注）表－1を参照

2地点における圃場試験結果を総合すると、

ベンフラカルブ粒剤5、カルボスルフアン粒剤

は無処理と比較して寄生数は少ないが、安定し

た防除効果が認められず、特に処理30日を経過

すると急激に寄生が多くなった。イミグクロプ

リド箱粒剤とフイプロニル粒剤1は無処理と比

較して高い防除効果が認められ、50日以上の効

果の持続が期待できることが明らかになった。

各薬剤の防除効果を比較すると、カルボスル

フアン粒剤とベンフラカルブ粒剤5ははは同等

であるが、イミダクロプリド箱粒剤およびフイ

プロニル粒剤1より劣った。当該地区において

はベンフラカルブ粒剤5、カルボスルフアン粒

剤のイネクビボソハムシに対する防除効果の減

退が確認された。

以上の試験の結果、秋田県において、育苗箱

施用剤ではカーバメート系のカルボスルフアン

粒剤、ベンフラカルブ粒剤5に対して感受性低

下を示すイネクビボソハムシ個体群の存在が確
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認された。

薬剤に対する感受性が低下する原因として、

同一薬剤の連用があげられる2・4・7，8・10・11・12）が、

系統内および系統間での交差抵抗性発達の可能

性も考えられるので、今後検討したい。

3．要　　約

PHC抵抗性イネクビボソハムシ個体群の発

生が確認されている由利郡の日本海沿岸部でカ

ーバメート系の育苗箱施用剤の効果が安定しな

いという事例があった。そこで秋田県内で使用

量の多いカルボスルフアン粒剤、ベンフラカル

ブ粒剤5の防除効果を圃場試験を実施し、検討

した。

1）当該地区においては、ベンフラカルブ粒

剤5およびカルボスルフアン粒剤の防除効果が

低く、特に薬剤処理30日以後は寄生数が急増し

た。

2）イミダクロプリド箱粒剤およびフイプロ



ニル粒剤1の防除効果は非常に高く、薬剤処理

後50日以上の持続が期待できる。

3）各薬剤の防除効果を比較すると、ベンフ

ラカルブ粒剤5とカルボスルフアン粒剤、イミ

ダクロプリド箱粒剤とフイプロニル粒剤1はそ

れぞれほぼ同等であるが、前2剤は他2剤より

劣った。

4）ベンフラカルブ粒剤5とカルボスルフア

ン粒剤に対して感受性が低下している個体群の

発生が確認された。

4．普及上の注意

1）ベンフラカルブ粒剤5とカルボスルフア

ン粒剤の効果が低い地区ではイミダクロプリド

箱粒剤を使用する。

2）箱施用剤は本田施用剤と比較して、薬害

が発生しやすいので、農作物病害虫防除基準に

記載されている注意事項を遵守する。
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